
支援種別 内　　　容 連　絡　先

補助

多世帯で新たに同居するためのリフォームに対して補助
【補助金額】　対象工事費の1/3
　　　　　　　　 居住誘導区域内の物件　上限30万円/戸
　　　　　　　　 上記以外の物件　　　　　 上限20万円/戸　　他要件あり

補助

多世帯で同一小学校区内に新たに近居するための中古住宅取得に対して補助
【補助金額】　居住誘導区域内の物件　30万円/戸※
　　　　　　　　    ※子ども3人以上世帯の場合、さらに30万円の加算あり
　　　　　　　　 上記以外の物件　　　　　 20万円/戸　　　　　他要件あり

補助

多世帯で新たに同居や近居するための引越し費用に対して補助
【補助金額】　引越し費用の1/3
　　　　　　　　 居住誘導区域内の物件　上限5万円
　　　　　　　　 上記以外の物件　　　　　 上限3万円/戸　　他要件あり

補助
新婚世帯、子育て世帯、U・Iターン世帯、被災者世帯が居住誘導区域で旧耐
震住宅を除却し新築住宅に建替える際の除却工事に対して補助
【補助金額】　30万円／戸（居住誘導区域に限る）　　　　　　他要件あり

補助

県外から転入して、新たに市営特定公共賃貸住宅に入居するU・Iターン世帯
の家賃の一部を補助
【補助金額】　1月につき最大2万5千円
【補助期間】　最大12か月間　　他要件あり

補助

新婚世帯、子育て世帯、U・Iターン世帯、被災者世帯の空き家の購入に対し
て補助
（空き家情報バンク登録物件対象）
【補助金額】　居住誘導区域内の物件　60万円/戸※
　　　　　　　　    ※子ども3人以上世帯の場合、さらに30万円の加算あり
　　　　　　　　 上記以外の物件　　　　 　30万円/戸　　　　他要件あり

補助

賃貸住宅の所有者、新婚世帯、子育て世帯、U・Iターン世帯、被災者世帯の
空き家リフォームに対して補助
（空き家情報バンク登録物件対象）
【補助金額】　対象工事費の1/5（上限30万円）　　　　　　　他要件あり

補助

新婚世帯、子育て世帯、U・Iターン世帯、被災者世帯に対し、空き家の家賃
の一部を補助
（空き家情報バンク登録物件対象）
【補助金額】　月額家賃の1/3（1月につき最大2万5千円）
【補助期間】　最大12か月間　　他要件あり

補助
空き家診断士が空き家の劣化・不具合の状況を調査する費用に対して補助
（空き家情報バンク登録物件対象）
【補助金額】　診断費用の2/3（上限3万5千円）　　他要件あり

補助
空き家内部の家財を処分する際の費用の一部を補助
（空き家情報バンク登録物件対象）
【補助金額】　処分費用の2/3（上限5万円）　　　　他要件あり

補助
空き家の売買・賃貸の検討にあたり、市が派遣する専門業者（市の登録を受
けた宅地建物取引業者もしくは建築業者）からアドバイスを受ける
【個人負担なし】　　他要件あり

補助

市内にある空き家が周囲への悪影響を及ぼすことを防ぎ、空き家の適正管理
を図ることを目的に、空き家を管理する費用の一部を補助
【補助金額】管理代行サービスの利用に要した経費の1/3
　　　　　　　　上限3万6千円/年 × 2年間　　　　　　　　　　他要件あり

補助

市内にある保安上危険となるおそれがある特定空き家等（又はこれに準じる
空き家等）を解体するときの費用の一部を補助
【補助金額】延床面積 × 5千円/㎡又は除却工事費の1/2のいずれか小さい
ほう
　　　　　　　　上限50万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　他要件あり

（次頁へ続く）

   空き家適正管理促進事業

 　老朽危険空き家等除却
 　支援事業

○福井市

支援制度名称

多世帯同居リフォーム
支援事業

多世帯近居中古住宅取得
支援事業

多世帯同居近居住替
支援事業

建替住宅取得
支援事業

　　Ｕ・Ｉターン世帯
　　特公賃家賃支援事業

空き家取得支援事業

空き家リフォーム支援事業

空き家家賃支援事業

　 空き家診断支援事業

　 空き家家財処分支援事業

   空き家流通アドバイザー
   派遣事業

住宅政策課
0776-20-5571
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支援種別 内　　　容 連　絡　先

補助

合併処理浄化槽区域において、合併処理浄化槽の設置に要する費用の一
部を補助。
（単独処理浄化槽やくみ取り槽からの転換、新設（条件あり）に伴う設置）
【補助金額】　設置費　　　　　　用途、大きさに応じて限度額あり
　　　　　　　転換に伴う撤去費　単独処理浄化槽の場合　　上限額12万円
　　　　　　　　　　　　　　　　くみ取り槽の場合　　　　上限額 9万円
　　　　　　　転換に伴う宅内配管工事費　　　　　　　　　上限額30万円

補助
合併処理浄化槽区域の個人住宅に対して、浄化槽の維持管理に要する費
用の一部を補助
【補助金額】　浄化槽の維持管理費と下水道使用料相当額との差額分

融資

公共下水道に接続する場合、または合併処理浄化槽区域において単独浄化
槽を廃止する場合の排水設備工事等に対し、資金を融資
 　【融資金額】上限100万円（無利子）
※お申し込みは、工事着工前
※融資実行の翌月から月２万円の均等返済

補助

中心市街地の浸水被害軽減を目的として雨水タンク・止水板を設置する費用
の一部を補助
【補助金額】
　①雨水タンク：対象経費の1/2または限度額のいずれか小さいほう
 　　容量別限度額   100～500リットル未満　    2万円
 　　                     500～1,000リットル未満　 4万5千円
　　　　　　　　　　   　 1,000リットル以上         　 6万円
　②止水板：対象経費の2/3または限度額50万円のいずれか小さいほう

下水管路課
雨水対策室

0776-20-5651

補助
一戸建て木造住宅の耐震診断および補強プラン作成を行うにあたり、市が耐
震診断士の派遣を支援
【個人負担】　無料

補助

耐震診断の結果、耐震補強の必要があると判定された一戸建て木造住宅の
耐震改修工事に要する費用の一部を補助
【補助金額】
　全体改修：最大175万円（工事費の100％以内）
　部分改修：最大37.5万円（工事費の100％以内）
　耐震シェルター：最大37.5万円（工事費の100％以内）

補助
吹付け建材に係るアスベスト調査に要する費用の一部を補助
【補助金額】　調査費用から消費税及び地方消費税を除いた額
　　　　　　　　　　（上限25万円）

補助

通学路に面する倒壊の危険性が高いブロック塀等の除去に要する費用の一
部を補助
【補助金額】
　①危険ブロック塀を除却する工事（上限額10万円）
　　・ 対象の塀の見付面積 × 4千円/㎡または工事費用 × 2/3の小さいほう
　②除却後に木塀へ建替えする工事（上限額10万円）
　　・ 対象の塀の見付面積 × 2万円/㎡または工事費用 × 2/3の小さいほう

補助

介助が必要な高齢者等が在宅生活を長期間継続できるように居住環境の整
備を行う場合、その費用の一部を補助
【補助金額】
（生活保護・市民税非課税世帯）上限80万円 助成率9/10
（世帯員全員の合計所得が320万未満の世帯）上限40万円　助成率1/2
（世帯員全員の総所得から世帯員分の基礎控除を差し引いた額が600万円
未満の世帯）上限20万円　助成率1/4
※上記基準に基づき、当該年度予算の範囲内にて補助

地域包括ケア
推進課

0776-20-5400

（次頁へ続く）

浸水防除施設
設置費補助金

木造住宅
耐震診断等促進事業

木造住宅
耐震改修促進事業

建築指導課
0776-20-5574

吹付けアスベスト調査事業

危険ブロック塀除却事業

住まい環境整備支援事業

浄化槽維持管理
補助事業

支援制度名称

浄化槽設置
補助事業

○福井市（続き）

上下水道サービス課
0776-20-5632

排水設備工事資金
貸付制度
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支援種別 内　　　容 連　絡　先

補助

在宅の重度身体障がい者が、日常生活に著しい支障があるため、住宅を改
造する必要があるとき、その費用の一部を助成
【助成金額】 助成対象経費の8割（上限額60万円 ※介護保険の対象者で
ない視覚・上肢のみ80万円）

補助

在宅の重度身体障がい者が、日常生活を営むのに著しい支障があるために、
段差解消等比較的小規模な住宅改修を行う場合、その費用の一部を助成
【助成金額】　助成対象経費の9割（上限額20万円）
                   ※介護保険の対象者は介護保険優先

保険給付
在宅の要介護者・要支援者が、手すりの取付けなど、一定種類の小規模な
住宅改修を行った場合、その改修費の一部を給付
【保険給付額】　20万円を上限に住宅改修の実際の費用の9割～7割相当

介護保険課
0776-20-5715

給付

離職、または給与等が減少し離職や廃業と同等の状況により住居を失った
方、失う恐れのある方には、就職に向けた活動をすることなどを条件に、一定
期間、家賃相当額を支給
また、著しく収入が減少し、家計改善のために低廉な家賃の住宅への転居が
必要と認められ、支給要件を満たしている方に、転居のための初期費用を支
給

福祉総合相談室
よりそい

0776-20-5580

補助

固定価格買取制度（FIT制度）等を使わず、自ら所有し居住する住宅敷地内
に太陽光発電設備や蓄電池を新しく導入するときの費用の一部を補助。
【補助金額】（セット導入）　太陽光発電設備の出力数1kWあたり7万円まで
　　　　　　　　　　　　　　　　（上限35万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　蓄電池費用の1/3（上限25万5千円）
　　　　　　　（太陽光のみ）　太陽光発電設備の出力数1kWあたり5万円まで
　　　　　　　　　　　　　　　　（上限25万円）　　　　　　　　　　　他要件あり

環境政策課
0776-20-5609

住居確保給付金

福井市住宅の
太陽光・蓄電池設備
導入促進事業

居宅介護(予防)
住宅改修事業

支援制度名称

重度身体障がい者
住宅改造助成事業

日常生活用具給付等事業
（住宅改修費）

○福井市（続き）

障がい福祉課
0776-20-5435

☆詳細は各市役所・町役場の担当課にお問合せください。
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